
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性
経常収支比率 [89.0%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[118,547円]
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給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数 [97.8]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [10.09人]
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公債費負担の状況
実質公債費比率 [12.1%]

類似団体内順位

17/88
全国市町村平均

11.2
茨城県市町村平均

12.0

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

22.8

3.3

16.0

16.916.917.7
16.1

H21H20H19H18H17

12.112.612.211.1
10.1

将来負担の状況
将来負担比率 [115.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

かすみがうら市
※類似団体平均を100とした
ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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【財政力指数】

平成17年度以降、市税の伸びにより3年連続で指数が上昇したが、世界的な経済危機による経済・雇用情勢の
悪化の影響により、市税は大幅な減少に転じている。類似団体と比較すると0.18ポイント上回っている状況であ
るが、このような状況を踏まえ、市税の徴収強化や、企業立地促進及び中小企業対策の取り組みを通じて、財源

確保を図るとともに、定員管理・給与の適正化、経常経費の抑制、普通建設事業費の重点化など徹底した歳出

削減に取り組み、財政基盤の強化に努める。

【経常収支比率】

昨年度数値と比べ1.7ポイント低下しており、類似団体平均も0.05ポイント下回っている。これは、臨時財政対策
債の増加や、定員適正化計画に基づき人件費等の抑制を図ることが低下につながったものである。今後におい

ては、少子高齢化の進展や、生活保護者の増加等の影響による扶助費の増、新市建設計画に基づく合併特例

債等の活用による公債費の増加が見込まれるため、引き続き人件費等義務的経費の削減に努めるとともに、起

債事業の見直し、平準化により、現在の水準の維持に努める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
常備消防の単独設置などにより人件費は高い構造にあるが、定員適正化及び民間委託等の推進、指定管理

者制度の導入を進めるとともに、需用費等のシーリングによる抑制などコストの低減を図ることにより、類似団体

平均と比べると25,511円下回っている状況にある。

【ラスパイレス指数】

類似団体平均と比べると1.8ポイント上回っている状況であるが、前年と比べると1.3ポイント下回っている。平成
18年度から給与構造改革に取組み給与の適正化に努めているが、今後は勤務成績の昇給への反映なども取り
入れ、より職務職責に応じた給与構造となるよう引き続き取組み、類似団体との均衡を図っていく。

【将来負担比率】

前年数値と比べると6.5ポイント低下している。主な低下要因としては、新治地方広域事務組合の起債償還終
了に伴い、組合等負担等見込額が減少（34％減）したことや、職員数の減少に伴い、退職手当負担見込額が減
少（1.6％減）したことが挙げられる。また、地方債現在高の中で、既往債の比較的交付税措置が少ない地方債の
債務が減るなか、合併特例債など交付税措置の大きい地方債の割合が増加したことによって、将来負担比率の

低下につながっている。今後も公債費等義務的経費の削減を中心とする行財政改革を進め、財政の健全化に努

める。

【実質公債費比率】
類似団体平均と比べると3.9ポイント下回っており、早期健全化基準の25.0％も下回っている。また、新治地方
広域事務組合の償還額に対する負担金が減少したこと等により、前年数値と比べると0.5ポイント低下している。
今後は、合併特例債等の据置期間が終わり元金償還が開始されることから徐々に上昇していく傾向にあるため、
緊急性や住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく依存することのない財政運営に努める。

【人口千人当たり職員数】
昨年度と比べると0.02人減少しているが、類似団体と比べると0.25人上回っている。子育て支援体制を充実し
てきたことから保育士が多いことや、合併後、分庁方式により各庁舎に戸籍窓口を設置、単独消防（2署）となっ
たこと等が主な要因となっている。


